
農地中間管理機構による農地集積・集約化
【２７，７７１（１５，４０１）百万円】

対策のポイント
農地の中間受け皿となる農地中間管理機構による担い手への農地集積・集

約化の加速化を支援します。

＜背景／課題＞
・現在の我が国の農業構造を見ると、担い手への農地流動化は毎年着実に進展し、担い
手の利用面積は農地全体の約５割となっているところですが、農業の生産性を高め、
競争力を強化していくためには、担い手への農地集積と集約化を更に加速し、生産コ
ストを削減していく必要があります。

・このため、農地中間管理機構による担い手への農地集積・集約化を更に推進するとと
もに、農地利用の最適化に向けた農業委員会の積極的な活動を支援する必要があります。

政策目標
担い手が利用する面積が今後10年間(平成35年度まで)で全農地面積の８割

となるよう農地集積を推進

＜主な内容＞

１．農地中間管理機構による担い手への農地集積・集約化の加速化
１５，４６９（８，１２７）百万円

（１）農地中間管理機構事業 ２，４８３（１，３１１）百万円
※各都道府県の基金から充当し、不足分を措置

① 農地中間管理機構が農地の集積・集約化に取り組むために必要となる事業費（農
地賃料、保全管理費等）及び事業推進費を支援します。

② 農地中間管理機構が行う農地買入等に要する借入資金に係る利子助成を行います。

（２）機構集積協力金交付事業 １０，０４３（４，５９１）百万円
※各都道府県の基金から充当し、不足分を措置

担い手の農地利用の増加に資するよう、①まとまった農地を貸し付けた地域、
②農地を貸し付け、担い手への農地集積・集約化に協力する農地の出し手に対し、
協力金を交付します。

（３）機構集積支援事業 ２，９４３（２，２２５）百万円
遊休農地の所有者の利用意向調査、農地情報公開システムの維持管理、農業委

員及び農地利用最適化推進委員の資質向上に向けた研修等を支援します。

２．農業委員会の活動による農地利用の最適化
１５，２４５（９，４９９）百万円

（１）農業委員会交付金 ４，７１８（４，７１８）百万円
農業委員及び農地利用最適化推進委員の基礎的な手当等の経費を交付します。

（２）農地利用最適化交付金 ６，９９３（１，９６１）百万円
農地利用の最適化のための農業委員及び農地利用最適化推進委員の積極的な活

動に要する経費を交付します。

（３）機構集積支援事業（再掲） ２，９４３（２，２２５）百万円
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（４）都道府県農業委員会ネットワーク機構負担金 ５１４（５１４）百万円
都道府県農業委員会ネットワーク機構が行う農地法に規定された業務に要する

経費を負担します。

（５）農地調整費交付金 ７７（８１）百万円
農地の利用関係の調整等に要する都道府県等の経費を交付します。

補助率：定額等

事業実施主体：都道府県、民間団体、農業委員会等

（関連対策）

１．農地の大区画化等の推進＜公共＞ （農業農村整備事業で実施）
１０３，３９５（９１，２５１）百万円

農地中間管理機構による農地の借受け・貸付けとの連携等により、農地の大区
画化・汎用化等を促進します。

２．農地耕作条件改善事業 ２３，５６２（１２，２７４）百万円
農地中間管理事業の重点実施区域等において、農地中間管理機構と連携しつつ、

担い手への農地集積の推進や高収益作物への転換を図るための計画策定や基盤整
備、営農定着に必要な取組を一括支援します。

３．荒廃農地等利活用促進交付金 ２３１（２３１）百万円
荒廃農地等を再生利用するための雑木除去や土作り等の取組を支援します。

４．人・農地問題解決加速化支援事業 １２８（１９７）百万円
人・農地プランについての継続的な話合いと見直しを行うための活動等に対し

て支援します。

５．経営体育成支援事業 ２，８３３（２，９９７）百万円
農地中間管理機構を活用して規模拡大を図る経営体をはじめとして、地域の担

い手に対し、融資を活用した農業用機械・施設等の導入を支援します。
なお、予算配分に当たっては、農地中間管理機構の活動実績に応じたポイント

加算を行います。

６．果樹支援関連対策（果樹農業好循環形成総合対策事業）
５，６６０（５，６００）百万円

農地中間管理機構が園地を借り受け、園地整備と改植を行う取組を支援します。
また、機構を通じた改植において、ほ場の集約化に伴い追加的な土層改良経費

を要する場合には、改植単価を加算して支援します（加算額：２万円／10a）。
※ これと併せて、機構が果樹の産地協議会（担い手代表、市町村、生産出荷団
体等で構成）に参画するなど、連携強化の取組を推進し、担い手への園地集積
と改植等の促進を図ります。

お問い合わせ先：
１(１)～(２)の事業 経営局農地政策課（０３－６７４４－２１５１）
１(３)、２(３)の事業 経営局農地政策課（０３－６７４４－２１５２）
２(１)、(２)、(４)の事業 経営局農地政策課（０３－３５９２－０３０５）
２(５)の事業 経営局農地政策課（０３－６７４４－２１５３）
関連対策１、２の事業 農村振興局農地資源課（０３－６７４４－２２０８）

３の事業 農村振興局地域振興課（０３－６７４４－２６６５）
４の事業 経営局経営政策課（０３－６７４４－０５７６）
５の事業 経営局就農・女性課（０３－６７４４－２１４８）
６の事業 生産局園芸作物課（０３－３５０２－５９５７）
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農地中間管理機構事業
（農地中間管理機構の業務に対する支援）

【２５（１３）億円】
※各都道府県の基金から充当し､不足分を措置

(1) 事務費
機構の運営・業務委託に必要な経費

〔定額補助〕
(2) 事業費
① 農地の賃料
② 農地の管理・保全に要する経費
（土地改良の負担金を含む）

(3) その他
農地買入等に要する借入資金に係る利子
助成等

※(3)は都道府県別の基金の対象外

農地中間管理機構による農地集積・集約化

・定率補助と農地集積奨励金の2本立て
・農地集積奨励金は、機構における農地の滞
留を防止し、担い手への集積・集約化を推
進するインセンティブとなるよう、貸付率
（機構の貸付面積／機構の借受面積）に応
じて段階的に増加するスキーム

・実質的な国庫負担は、最大で90%

【平成２９年度予算概算決定額：２７８（１５４）億円】

機構集積協力金交付事業
（機構への農地の出し手に対する支援）

【１００（４６）億円】
※各都道府県の基金から充当し､不足分を措置

(1) 地域に対する支援
機構にまとまった農地を貸し付ける
地域に対する支援（地域集積協力金）

(2) 個々の出し手に対する支援
①経営転換・リタイアする場合の支援
（経営転換協力金）

②農地の集積・集約化に協力する場合
の支援（耕作者集積協力金）

【平成２９年度予算概算決定額：１５５（８１）億円】
１．農地中間管理機構による担い手への農地集積・集約化の加速化

機構集積支援事業
（農地集積・集約化の基礎業務
への支援）

【２９（２２）億円】

遊休農地の所有者の利用意向調査、
農地情報公開システムの維持管理、
農業委員及び農地利用最適化推進
委員の資質向上に向けた研修等を
支援



農業委員会への支援
【１４７（８９）億円の内数】

(1) 農業委員会交付金
【４７（４７）億円】

・ 農業委員及び農地利用最適化推進委員の基礎的な
手当等の経費を交付

(2) 農地利用最適化交付金
【７０（２０）億円】

・ 農地利用の最適化のための農業委員及び農地利用
最適化推進委員の積極的な活動に要する経費を交付

※改正農業委員会法に基づく新制度に移行した農業
委員会を対象

(3) 機構集積支援事業
【２９（２２）億円の内数】

・ 遊休農地の所有者の利用意向調査、農地台帳の情
報更新等を支援

都道府県農業委員会ネットワーク機構への支援
【３５（２７）億円の内数】

(1) 都道府県農業委員会ネットワーク機構負担金
【５（５）億円】

・ 農地法に規定された業務に要する経費を負担
（人件費や旅費等について国が負担）

(2) 機構集積支援事業
【２９（２２）億円の内数】

・ 農業委員及び農地利用最適化推進委員の資質向上
に向けた研修等を支援

２．農業委員会の活動による農地利用の最適化

全国農業委員会ネットワーク機構への支援
【２９（２２）億円の内数】

機構集積支援事業
【２９（２２）億円の内数】

・ 農地情報公開システムの維持管理、都道府県農業
委員会ネットワーク機構への研修等を支援

農地調整費交付金 【１（１）億円】
・ 農地の利用関係の調整等に要する都道府県等の
経費を交付

【平成２９年度予算概算決定額：１５２（９５）億円】
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